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独立行政法人水資源機構第４期中期目標（第４回変更）新旧対照表（案） 

第４期中期目標（変更後） 第４期中期目標（変更前） 

１．～２．（略） 

 

３． 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

（略） 

３－１ 水資源開発施設等の管理業務（略） 

３－２ 水資源開発施設等の建設業務（略） 

３－２－１ ダム等建設業務 

（１） ～（３）（略） 

 

＜定量目標＞ （略） 

 

＜指標＞ 

・川上ダム建設事業進捗率（総事業費に対する当該年度までの事業執行額）

（平成29年度見込実績：58.2％）（令和４年度までに事業完了） 

・思川開発事業進捗率（総事業費に対する当該年度までの事業執行額）（平

成29年度見込実績：49.2％）（令和６年度までに事業完了） 

・早明浦ダム再生事業進捗率（総事業費に対する当該年度までの事業執行

額）（平成30年度新規）（令和10年度までに事業完了） 

・藤原･奈良俣再編ダム再生事業（奈良俣ダム関係）進捗率（総事業費に対

する当該年度までの事業執行額）（令和２年度新規）（令和４年度までに

事業完了） 

注）当該年度までの事業執行額には、翌年度に繰り越して使用する経費分

も含んでいる。 

１．～２．（略） 

 

３． 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

（略） 

３－１ 水資源開発施設等の管理業務（略） 

３－２ 水資源開発施設等の建設業務（略） 

３－２－１ ダム等建設業務 

（１） ～（３）（略） 

 

＜定量目標＞ （略） 

 

＜指標＞ 

・川上ダム建設事業進捗率（総事業費に対する当該年度までの事業執行額）

（平成29年度見込実績：58.2％）（令和４年度までに事業完了） 

・思川開発事業進捗率（総事業費に対する当該年度までの事業執行額）（平

成29年度見込実績：49.2％）（令和６年度までに事業完了） 

・早明浦ダム再生事業進捗率（総事業費に対する当該年度までの事業執行

額）（平成30年度新規）（令和10年度までに事業完了） 
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第４期中期目標（変更後） 第４期中期目標（変更前） 

３－２－２ 用水路等建設業務 
（１） （略） 

 

＜定量目標＞ 

（略） 

 

＜指標＞ 

・利根導水路大規模地震対策事業進捗率（総事業費に対する当該年度まで

の事業執行額）（平成30年度見込実績：46.5％）（令和５年度までに事業

完了） 

・豊川用水二期事業進捗率（総事業費に対する当該年度までの事業執行額）

（平成29年度見込実績：18.5％）（令和12年度までに事業完了） 

・愛知用水三好支線水路緊急対策事業進捗率（総事業費に対する当該年度

までの事業執行額）（平成30年度新規）（令和４年度までに事業完了） 

・福岡導水施設地震対策事業進捗率（総事業費に対する当該年度までの事

業執行額）（平成30年度新規）（令和14年度までに事業完了） 

・成田用水施設改築事業進捗率（総事業費に対する当該年度までの事業執

行額）（令和元年度新規）（令和10年度までに事業完了） 

注）当該年度までの事業執行額には、翌年度に繰り越して使用する経費分

も含んでいる。 

 

以下、（略） 

３－２－２ 用水路等建設業務 
（１） （略） 

 

＜定量目標＞ 

（略） 

 

＜指標＞ 

・利根導水路大規模地震対策事業進捗率（総事業費に対する当該年度まで

の事業執行額）（平成30年度見込実績：46.5％）（令和５年度までに事業

完了） 

・豊川用水二期事業進捗率（総事業費に対する当該年度までの事業執行額）

（平成29年度見込実績：18.5％）（令和12年度までに事業完了） 

・愛知用水三好支線水路緊急対策事業進捗率（総事業費に対する当該年度

までの事業執行額）（平成30年度新規）（令和４年度までに事業完了） 

・福岡導水施設地震対策事業進捗率（総事業費に対する当該年度までの事

業執行額）（平成30年度新規）（令和14年度までに事業完了） 

・成田用水施設改築事業進捗率（総事業費に対する当該年度までの事業執

行額）（令和元年度新規）（令和10年度までに事業完了） 

 

 

 

以下、（略） 

 



 

 

［沿革］ 平成30年２月28日 指示 

平成30年８月31日 第１回変更指示 

平成31年２月27日 第２回変更指示 

令和元年９月13日 第３回変更指示 

令和 年 月 日 第４回変更指示 

 

独立行政法人水資源機構第４期中期目標 

 

 

１．政策体系における法人の位置づけ及び役割 

（１） 法律・計画・政策体系上の水資源機構の位置づけ 

 水資源機構（以下「機構」）は、水資源開発促進法（昭和36年法律第217号）に基づき閣議決定

された国土交通大臣が指定する水系（以下「水資源開発水系」）において、水資源の総合的な開発

及び利用の合理化の基本となる水資源開発基本計画に基づく水資源の開発又は利用のための施設

の改築等及び水資源開発施設等の管理等を行い、産業の発展及び人口の集中に伴い用水を必要と

する地域に対する水の安定的な供給の確保を図ること（独立行政法人水資源機構法（平成14年法

律第182号。以下「機構法」）第４条）を目的とする法人である。 

 また、機構は、洪水防御の機能又は流水の正常な機能の維持と増進をその目的に含む多目的ダ

ム等の河川管理施設である「特定施設」（機構法第２条）の新築・改築・管理を行うこととされて

いる（機構法第17条）。 

さらに、海外社会資本事業への我が国事業者の参入の促進に関する法律（平成30年法律第40

号）第５条に規定する水資源の開発又は利用であって海外において行われるものに関する調査、

測量、設計等の業務を行うこととされている（機構法第12条第２項）。 

 国の政策体系について、機構との関係は、まず、利水面では、国土交通省における水資源の確

保一般、厚生労働省における水道用水の確保、農林水産省における農業用水の確保、経済産業省

における工業用水の確保、それぞれについて、機構は実施の役割を担っており、国土交通省の政

策体系では「水資源の確保、水源地域活性化等の推進」、厚生労働省の政策体系では「安全で質が

高く災害に強い持続的な水道の確保」、農林水産省の政策体系では「構造改革の加速化や国土強靱

化に資する農業生産基盤整備の推進」、経済産業省の政策体系では「産業施設の整備・活用等を通

じた地域経済の活性化」の目標が掲げられ、これらの目標の達成に向けて機構の果たす役割が期

待されているところである。 

また、治水面では、国土交通省の政策体系では「水害の防止・減災の推進」の目標の達成に向

けて、機構が担う「特定施設」の新築・改築・管理という役割が期待されているところである。 

 

（２） 水資源政策における基本理念 
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上記の役割に基づき、機構は、前身の水資源開発公団の時代を含め平成15年の発足時から、特

定施設を含む水資源の開発又は利用のための施設の新築・改築・管理を行っており、水資源開発

水系における水の供給や水害の防止・減災に大きな役割を果たしてきたところである。 

しかしながら、近年、気候変動等の要因による渇水や洪水リスクの増大、水インフラの老朽化

に伴う断水などの水資源を巡る新たなリスクや課題が顕在化している。その現状を踏まえ、水資

源開発促進法に基づき、国土審議会から平成27年３月に「今後の水資源政策のあり方について」

が答申され、今後の水資源政策の基本理念としては、「安全で安心できる水を確保し、安定して利

用できる仕組みをつくり、水の恵みを将来にわたって享受することができる社会を目指すこと」

とされ、需要主導型の「水資源開発の促進」からリスク管理型の「水の安定供給」へのさらなる

進化を図るべきであることが提言されている。それを受けて、平成29年５月に国土審議会から答

申された「リスク管理型の水の安定供給に向けた水資源開発基本計画のあり方について」では、

２つの基本理念「水供給を巡るリスクに対応するための計画」と「水供給の安定度を総合的に確

保するための計画」、その基本理念を実現する方法論として、「既存施設の徹底活用」と「ハー

ド・ソフト施策の連携による全体システムの機能確保」が提言されたところである。 

 

（３） 機構の役割 

   このような状況を踏まえ、機構としては、主たる役割である水資源開発水系における「安全で

良質な水の安定した供給」と「洪水被害の防止・軽減」について、引き続き適正に実施すること

が求められている。また、近年の社会経済状況等の変化を踏まえた国土審議会の提言を受けて、

既存の施設の維持のみならず、水資源を巡るリスクに対応できるよう一層の機能の向上を図るな

ど、既存施設を最大限に有効活用していくことが第一に求められている。更に、水循環を巡る

様々なリスクや不確実性に対して柔軟・臨機かつ包括的に対応していくため、実施中の施設整備

を的確に行うことも含め、ハード対策とソフト対策の両面から施策の連携が図られ、水供給の全

体システムとしての機能を確保していくことが求められている。このため、機構は、「独立行政

法人改革等に関する基本的な方針」（平成25年12月24日閣議決定）等の政府方針を踏まえ、業務

運営の効率化を図りつつ、自主的かつ自律的な経営のもと、国の政策実施機関としての機能の最

大化を図るものとする。 

（別添）政策体系図 

 

 

２．中期目標の期間 

機構の第４期の中期目標の期間は、平成30年４月１日から令和４年３月31日までの４年間とする。 

 

 

３． 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

 機構は、主たる役割である「安全で良質な水の安定した供給」と「洪水被害の防止・軽減」につい
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て、引き続き適正に実施するため、「一定の事業等のまとまり」として設定する「水資源開発施設等の

管理業務」、水資源開発施設等の建設業務のうち「ダム等建設業務」、「用水路等建設業務」の事業を実

施すること。 

その際、国土審議会答申の主旨を踏まえ、地震等の大規模災害、水インフラの老朽化に伴う大規模な

事故、危機的な渇水等の危機時においても最低限必要な水を確保するため、既存施設の徹底活用ととも

に、ハード・ソフト施策の連携により、水供給の全体システムの機能を確保すること。 

 

３－１ 水資源開発施設等の管理業務 

３－１－１ 安全で良質な水の安定した供給 

機構は、水資源開発施設等の管理を行うことにより、産業の発展及び人口の集中に伴い用水を必

要とする地域に対する水の安定的な供給の確保を図ることを目的とすることから、年間を通じて、

各利水者に対し、安全で良質な水の安定した供給を行うこと。 

（１） 安定した用水の供給等 

施設管理規程に基づき的確な施設の管理を行い、安定的な水供給に努めること。特に、渇水等

の異常時においては、河川管理者、利水者及び関係機関との調整を図り、被害が顕在化又は拡大

しないよう、その影響の軽減に努めること。 

 

（２） 安全で良質な用水の供給 

日常的に水質情報を把握し、安全で良質な水の提供に努めること。また、水質が悪化した場合

及び水質事故や第三者に起因する突発事象等発生時には、河川管理者、利水者及び関係機関との

調整を図り、被害が顕在化又は拡大しないよう、その影響の軽減に努めるとともに、必要に応じ

その対応について率先した役割を担うこと。 

 

＜定量目標＞ 

・各年度の補給日数割合：補給必要日数※１に対する実補給日数の割合 100％ 

・各年度の供給日数割合：供給必要日数※２に対する実供給日数の割合 100％ 

※１ 補給必要日数：ダム下流の各取水地点の取水量や河川維持流量等を確保するため、ダム

等に貯留した水を補給する必要がある日数（応急復旧に要する期間を控除）。 

※２ 供給必要日数：各利水者からの申込を受け、機構が管理する取水導水施設及び幹線水路

等を介して水の供給が必要となる日数（応急復旧に要する期間を控除）。 

 

 

〈目標水準の考え方〉 

  国民生活・経済への影響を最小限とするため、応急復旧に要する最低限の期間を控除した実補給日

数・実供給日数を100％とする。 
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〈想定される外部要因〉 

自然災害や第三者に起因する事故等、機構の責によらない事象等により、目標の達成に影響が生じ

る場合がある。 

 

【重要度：高】 既に気候変動の影響が顕在化する中、国民生活・経済にとって特に重要な７つの水資

源開発水系において、産業活動の発展、国民経済の成長と国民生活の向上に必要不可欠

な「安全で良質な水の安定した供給」を行うことが極めて重要であるため。  

【難易度：高】 複雑かつ高度な水利用が行われている７つの水資源開発水系において、広域的かつ複

数の利水者に対して用水の適正配分、安定供給を実施するなど中立的で高い公共性が必

要とされるため。 

具体的には、 

① 気候変動等により渇水の回数の増加と期間の長期化の傾向にあるため。 

② 取水地点等における流況予測の困難性に加え、気候変動等に伴う渇水リスクが増大

する中で、日々変化する利水者の必要水量や河川流況を的確に把握しなければならな

いため。 

③ 渇水時には、利害の異なる多用途、複数の利水者、河川管理者等との調整を図り、

その影響の軽減に努めなければならないため。 

④ 高度な専門技術を必要とするダム等施設管理を治水機能にも配慮して的確に実施す

るとともに、大規模かつ多目的な水路施設について、必要な通水機能を確保しつつ、

的確に施設管理しなければならないため。 

 

３－１－２ 洪水被害の防止・軽減 

機構は、洪水（高潮を含む。）防御の機能又は流水の正常な機能の維持と増進をその目的に含む

「特定施設」の管理を行うことから、治水機能を有するダム等施設においては、的確な洪水調節等

の操作を行い、洪水被害の防止又は軽減を図ること。 

また、下流で洪水被害の発生が予想される場合及び既に被害が発生している場合において、下流

自治体から洪水被害軽減に係る要請があった場合等は、今後のダム流域への降雨等も勘案しつつ可

能な範囲で、通常の洪水調節よりも貯留量を増やして容量を有効に活用する高度な操作等に努める

こと。 

 

＜定量目標＞ 

各年度の洪水調節適正実施割合  100％ 

 

〈目標水準の考え方〉 

洪水発生時に、的確な体制を構築し、適切に水文情報を把握して、確実に洪水調節操作を実施する
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ことが必要。このため、各年度の洪水調節適正実施割合を100％とする 

 

【重要度：高】 既に気候変動の影響が顕在化する中、国民生活・経済にとって特に重要な７つの水資

源開発水系において、国民生活・経済に必要不可欠な「洪水被害の防止・軽減」を行う

ことが極めて重要であるため。 

【難易度：高】  

① 降雨等の定量予測については、ダム流域という比較的狭いエリアが対象であるた

め、依然として精度上の技術的制約があるなかで、確実な洪水調節を実施する必要が

あるため。 

② 近年の気候変動等による局所的な豪雨や、記録的な短時間雨量など、施設計画規模

を超える洪水に対応しなければならない災害が増加しつつあるため。 

③ 下流河川整備の状況を踏まえつつ、下流自治体等と住民避難に関する情報等を共有

しながら高度な専門技術を必要とするダム等施設管理を的確に実施する必要があるた

め。 

 

３－１－３ 危機的状況への的確な対応 

（１） 機構施設の危機的状況への的確な対応 

地震等の大規模災害、水インフラの老朽化に伴う大規模な事故、危機的な渇水等の危機時にお

いても最低限必要な水を確保するため、日頃から危機的状況を想定し、対応マニュアルの整備や

訓練等を実施するなど、危機管理体制の整備・強化により、危機的状況の発生時には的確な対応

を図ること。 

また、災害発生時の迅速な災害復旧工事等を的確に実施するとともに、保有する備蓄資機材の

情報共有、災害時の融通等、関係機関との連携を図ること。 

 

（２） 特定河川工事の代行（特定災害復旧工事に係るもの） 

都道府県等を技術的に支援するため、機構法第19条の２第１項に規定する特定河川工事の代行

（特定災害復旧工事に係るもの）を都道府県知事等から要請され、機構が実施することが適当で

あると認められる場合には、機構が有する知識・経験や技術等を活用し、特定河川工事の代行の

適切な実施を図ること。 

 

（３） 災害時等における他機関への支援 

機構は、災害対策基本法に基づく指定公共機関に指定されていることから、国、被災地方公共

団体及びその他の関係機関から災害等に係る支援の要請を受けた場合において、水資源開発水系

における「安全で良質な水の安定した供給」と「洪水被害の防止・軽減」という業務に支障のな

い範囲で、被害が顕在化又は拡大しないよう機構の技術力を活かした支援等に努めること。 

そのために、これまでの災害支援の実績を踏まえ、機構として実施可能な災害支援の方策につ
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いて、あらかじめまとめた上で関係機関等との災害支援協定の締結等に努めること。 

なお、災害等は発生場所や被災規模等の予見が難しく、発生時の状況把握にも時間を要するこ

とから、災害発生の可能性がある段階等で支援体制の準備を行う等、自発的な判断も含めた支援

に努めること。 

 

＜指標＞ 

各年度の災害対応訓練の実施回数（第３期中期目標期間の平均実施回数（見込み）） 280回 

 

〈想定される外部要因〉 

他機関への支援については、機構施設の被災状況や周辺状況、必要とされる支援の内容等により、

支援要請に対応できない場合がある。 

 

【重要度：高】 近年、風水害、渇水地震等の災害が多発化、激甚化しつつある中で、国民生活・経済

に必要不可欠な水資源開発施設の被災等を極力軽減し、早期に復旧を図ることは極めて

重要であるため。 

また、他機関施設の被災時に、機構の有する高い技術力等を活かし、被災による影響

の軽減や早期復旧のための支援を行うことが極めて重要であるため。  

 

【難易度：高】 目標として、 

①  風水害、大規模地震、異常渇水等の事態の危機的状況については、様々な被害状

況等に対応できるよう、十分な危機管理体制を整備する必要があると同時に、発生し

た被害状況に応じて高い技術力を必要とする迅速な施設復旧を行うこと  

②  被災状況等に応じて協力業者、物資等の確保や備蓄資材を活用した直営の支援を

実施するなど、機構の業務に支障のない範囲で、機構の技術力を活かした他機関施設

の復旧対応等、他機関への迅速な支援を行うこと   

 を設定しているため。 

 

３－１－４ 施設機能の確保と向上 

水資源を巡るリスクに対応し、水の安定供給を実現するためには、既存施設の徹底活用が重要で

あることから、確実な施設機能の確保と向上に取り組むこと。 

確実な施設機能の確保のため、水資源開発施設等用地の適切な保全、計画的な施設・設備の点検

等に加えて、定期的な機能診断を実施することにより、施設の状態を確実に把握すること。 

また、施設の老朽化対策及び耐震対策等のための施設更新等に当たっては、政府が定めた「イン

フラ長寿命化基本計画（平成25年11月）」に基づき、引き続き、水需要・供給の見直しの状況に配

慮しつつ、施設の機能回復、長寿命化、耐震化及びライフサイクルコストの低減を図る個別施設計

画の見直しを的確に行うこととし、併せて、個別施設の状況を踏まえて、気候変動の影響による災
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害等に対する防災性能及び事故による第三者被害や利水への影響を防ぐための安全性能の向上等の

新たなニーズに対応する戦略的メンテナンスを推進すること。 

加えて、機構が管理するダム等施設について、「ダム再生ビジョン」（平成29年６月 国土交通

省）を踏まえ、ダムの長寿命化、施設能力の最大発揮のための柔軟で信頼性のある運用、高機能化

のための施設改良などの既設ダムの有効活用に向けた取組を推進すること。 

さらに、施設管理に附帯する業務や発電等の受託業務の的確な実施を行うこと。 

 

＜指標＞ 

インフラ長寿命化計画（個別施設計画）の見直しを行った回数 

（機構が管理する52施設の内、ダム等施設についてはダム定期検査等に基づく見直し41回、水路

等施設については機能診断調査に基づく見直し20回を予定している）  

 

３－１－５ 海外調査等業務の適切な実施 

海外社会資本事業への我が国事業者の参入の促進に関する法律第５条に規定する業務について、

同法第３条の規定に基づき国土交通大臣が定める海外社会資本事業への我が国事業者の参入の促進

を図るための基本的な方針に従い、関係府省、我が国事業者等と相互に連携を図りながら協力し、

海外の水資源案件のニーズ調査やマスタープラン策定、事業性調査、設計、入札支援・施工監理等

の発注者支援、施設管理支援等を実施すること。 

 

３－２ 水資源開発施設等の建設業務 

機構は、水資源開発基本計画に基づく水資源の開発又は利用のための施設の改築等を行うことに

より、産業の発展及び人口の集中に伴い用水を必要とする地域に対する水の安定的な供給の確保を

図ることを目的とすることから、第４期中期目標期間を通じて、水資源開発基本計画に基づく施設

の改築等を行うこと。 

 

３－２－１ ダム等建設業務 

（１） 計画的で的確な施設の整備 

① 水需要の動向、事業の必要性、費用対効果、事業の進捗見込み等を踏まえ事業評価を行うと

ともに、用地補償も含めた円滑な業務執行、事業にかかる適正な要員配置及び新技術の活用や

工法の工夫、生産性の向上等によりコスト縮減等を図りつつ、計画的かつ的確な実施を図るこ

と。 

また、事業に附帯する業務についても、的確な実施に努めること。 

② 事業進捗に必要な予算の確保が難しい場合は、可能な範囲で特定事業先行調整費制度等を活

用することにより、工期の遅延やこれに伴うコスト増を回避し、事業の計画的かつ的確な実施

に努めること。 
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（２） ダム再生の取組 

「ダム再生ビジョン」を踏まえ、「３－１ 水資源開発施設等の管理業務」の取組とあわせ、ダ

ムの長寿命化や放流能力を強化するなど高機能化のための施設改良、維持管理における効率化・

高度化などの既設ダムの有効活用に向けた取組を推進すること。 

 

（３） 特定河川工事の代行（特定改築等工事に係るもの） 

都道府県等を技術的に支援するため、機構法第19条の２第１項に規定する特定河川工事の代行

（特定改築等工事に係るもの）を都道府県知事等から要請され、機構が実施することが適当であ

ると認められる場合には、機構が有する知識・経験や技術等を活用し、特定河川工事の代行の適

切な実施を図ること。 

 

＜定量目標＞ 

小石原川ダム建設事業  令和元年度に工事を完成させる。 

 

＜指標＞ 

・川上ダム建設事業進捗率（総事業費に対する当該年度までの事業執行額）（平成29年度見込実

績：58.2％）（令和４年度までに事業完了） 

・思川開発事業進捗率（総事業費に対する当該年度までの事業執行額）（平成29年度見込実績：

49.2％）（令和６年度までに事業完了） 

・早明浦ダム再生事業進捗率（総事業費に対する当該年度までの事業執行額）（平成30年度新規）

（令和10年度までに事業完了） 

・藤原･奈良俣再編ダム再生事業（奈良俣ダム関係）進捗率（総事業費に対する当該年度までの事

業執行額）（令和２年度新規）（令和４年度までに事業完了） 

注）当該年度までの事業執行額には、翌年度に繰り越して使用する経費分も含んでいる。 

 

〈目標水準の考え方〉 

  事業実施計画に定められた工期 

 

〈想定される外部要因〉 

・急激な物価変動等、社会・経済情勢の激変により、目標の達成に影響が生じる場合がある。 

・自然災害や第三者に起因する事故等、機構の責によらない事象等により、目標の達成に影響が生

じる場合がある。 

 

【重要度：高】 国民生活・経済にとって特に重要な７つの水資源開発水系において、閣議決定された

水資源開発基本計画に基づき、水資源開発施設の新築やダム再生の取組等を行うことに
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より、用水の安定供給や洪水被害の防止・軽減等を可能とすることが極めて重要である

ため。 

【難易度：高】  

① 複雑かつ高度な水利用が行われている７つの水資源開発水系において、目的の異な

る広域的かつ複数の利水者や水源地域等の調整を行い、的確に事業進捗を図る必要が

あるため。 

② ダム等施設の新築やダムの機能を確保しながら整備を行うダム再生の取組について

は、高度な技術力を要するため。 

 

３－２－２ 用水路等建設業務 

（１） 計画的で的確な施設の整備 

水需要の動向、事業の必要性、費用対効果、事業の進捗見込み等を踏まえ事業評価を行うとと

もに、用地補償も含めた円滑な業務執行、事業にかかる適正な要員配置及び新技術の活用や工法

の工夫、生産性の向上等によりコスト縮減等を図りつつ、計画的かつ的確な実施を図ること。 

また、事業に附帯する業務についても、的確な実施に努めること。 

 

＜定量目標＞ 

・群馬用水緊急改築事業      平成30年度に事業を完了させる。 

・房総導水路施設緊急改築事業   令和２年度に事業を完了させる。 

・木曽川右岸緊急改築事業     令和２年度に事業を完了させる。 

＜指標＞ 

・利根導水路大規模地震対策事業進捗率（総事業費に対する当該年度までの事業執行額）（平成30

年度見込実績：46.5％）（令和５年度までに事業完了） 

・豊川用水二期事業進捗率（総事業費に対する当該年度までの事業執行額）（平成29年度見込実

績：18.5％）（令和12年度までに事業完了） 

・愛知用水三好支線水路緊急対策事業進捗率（総事業費に対する当該年度までの事業執行額）（平

成30年度新規）（令和４年度までに事業完了） 

・福岡導水施設地震対策事業進捗率（総事業費に対する当該年度までの事業執行額）（平成30年度

新規）（令和14年度までに事業完了） 

・成田用水施設改築事業進捗率（総事業費に対する当該年度までの事業執行額）（令和元年度新

規）（令和10年度までに事業完了） 

注）当該年度までの事業執行額には、翌年度に繰り越して使用する経費分も含んでいる。 

 

〈目標水準の考え方〉 

  事業実施計画に定められた工期 
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〈想定される外部要因〉 

・急激な物価変動等、社会・経済情勢の激変により、目標の達成に影響が生じる場合がある。 

・自然災害や第三者に起因する事故等、機構の責によらない事象等により、目標の達成に影響が生

じる場合がある。 

 

【重要度：高】 国民生活・経済にとって特に重要な７つの水資源開発水系において、閣議決定された

水資源開発基本計画に基づき、水資源開発施設等の改築等を行うことで、通水機能の回

復、施設の長寿命化と耐震性の確保に努めることにより、用水の安定供給を可能とする

ことが極めて重要であるため。 

 

【難易度：高】 複雑かつ高度な水利用が行われている７つの水資源開発水系において、広域的かつ複

数の利水者に対して用水の適正配分、安定供給を実施するなど中立的で高い公共性が必

要とされるなか、利水者ニーズを適時・適切に把握し、365日24時間、既存の用水を絶

やすことなく継続的に供給しつつ、用水路等の改築事業を実施する必要があるため。 

 

４． 業務運営の効率化に関する事項 

４－１ 業務運営の効率化 

独立行政法人における内部統制とは、「中期目標等に基づき法令等を遵守しつつ業務を行い、独

立行政法人のミッションを有効かつ効果的に果たすため、法人の長が法人の組織内に整備・運用す

る仕組み」であり、独立行政法人が内部統制を整備する目的は、①業務の有効性及び効率性、②事

業活動に関わる法令等の遵守、③資産の保全、④財務報告等の信頼性、を達成することである。 

業務運営の効率化を確保するため、「６－１ 内部統制の充実・強化」の取組とあわせ、以下の

取組を行うこと。 

 

（１） 業務運営の効率化等 

① 機動的な組織運営を図るため、引き続き、要員配置計画を作成し、重点的かつ効率的な組織

整備を行うとともに、施設の老朽化や新たなニーズに的確に対応していくため、施設管理や建

設事業の遂行に必要な体制を維持しつつ、調査・計画を機動的に実施できる適切な組織体制を

構築すること。 

② 組織体制については、災害発生時の緊急対応等を含めた的確な施設管理や建設事業を円滑に

実施していくため、引き続き支社局、事務所等を活用しつつ、事業の進捗状況を踏まえ適正な

規模となるよう、随時見直しを行うこと。 

③ 機構は、中期目標管理型の独立行政法人であり、国からの運営費交付金によらず、治水事業

のための国からの交付金や農業用水、工業用水、水道用水関係の国庫補助金、各種用水の利水

者負担金等により運営している。 
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こうしたことから、自主的・戦略的な業務運営を行い、最大限の成果を上げていくために

は、業務運営の透明性を向上させるとともに、安定した組織運営体制を確保した上で、適切な

事業監理を行うことにより、事業費については、新築・改築事業費を除き、第３期中期目標期

間の最終年度（平成29年度）と第４期中期目標期間の最終年度（令和３年度）を比較して４％

縮減すること。 

さらに、一般管理費（人件費、公租公課、高年齢者雇用確保措置等の所要額計上を必要とす

る経費を除く。）については、効率的な運用により第３期中期目標期間の最終年度（平成29年

度）と第４期中期目標期間の最終年度（令和３年度）を比較して12％削減すること。  

 

（２） 調達の合理化 

機構の行う契約については、「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平

成27年５月25日総務大臣決定）等を踏まえ、引き続き、公正かつ透明な調達手続による適切で、

迅速かつ効果的な調達を実現する観点から、機構内の推進体制を整備し、契約監視委員会による

監視等を活用するとともに、毎年度「調達等合理化計画」を策定・公表し、年度終了後、実施状

況について評価・公表を行うこと。 

また、引き続き、一般競争入札等を原則としつつも、随意契約によることができる事由を会計

規程等において明確化し、公正性・透明性を確保しつつ合理的な調達を実施すること。 

 

（３） ＩＣＴ等の活用 

世界最先端ＩＴ国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画(平成29年５月30日閣議決定)等を

踏まえ、ＡＩ、ＩｏＴなどの技術と官民データの利活用により、有線・無線ネットワークの多重

化や災害情報共有システム等をベースとして、平常時における災害リスクの予防・予知や、発

災・復旧時の円滑な支援策等の充実を図ること。 

また、建設事業については、ＩＣＴの積極的活用及びｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎの推進等

を図ることにより生産性の向上に努めるとともに、継続中の事業については、計画的な実施、コ

スト増の抑制及び利水者等の関係者間の連携を強化することにより、事業費及び事業の進捗状況

を適切に管理し、円滑な業務執行を図ること。 

 

５． 財務内容の改善に関する事項 

５－１ 財務内容の改善 

第４期中期目標期間中に計画される事業量等に基づき第４期中期計画の予算を作成し、適正な

予算管理の下、効率的な予算執行による業務運営を行うこと。 

（１） 安定的かつ効率的な資金調達 

機構は、国からの運営費交付金によらず、治水事業のための交付金や農業用水、工業用水、水

道用水関係の国庫補助金、各種用水の利水者負担金及び借入金等によって運営していることか

ら、引き続き、水資源債券の発行にあたっては、投資家への情報発信を行うとともに、市場関係
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者等のニーズを踏まえながら、安定的かつ効率的な資金調達に努めること。 

 

（２） 適切な資産管理 

保有する資産については、山間部のダム等管理や災害等発生時の緊急対応等も含め、施設管理

等に支障が出ることの無いよう留意しつつ保有の必要性について検討を行うこと。 

 

６．その他業務運営に関する重要事項 

６－１ 内部統制の充実・強化 

理事長のリーダーシップの下、「４．業務運営の効率化に関する事項」及び「５．財務内容の改

善に関する事項」に関する取組等を実施することに加え、法人文書管理の徹底による文書の紛失防

止対策など適切なリスク管理や法令等の遵守等の取組を実施することにより、内部統制システムの

向上に努め、自主的・戦略的な業務運営及び適切なガバナンスを行うこと。 

また、「サイバーセキュリティ戦略」(平成27年９月４日閣議決定)等の政府の方針を踏まえ、引

き続き、サイバー攻撃等の脅威への対処に万全を期するとともに、保有する個人情報の保護を含む

適切な情報セキュリティ対策を推進すること。 

 

６－２ 他分野技術の活用も含めた技術力の維持・向上 

大規模災害や事故等に対する水インフラの脆弱性や専門的技術を有する人員の不足とそれに付随

する技術力の低下等の現状の課題を踏まえて対応するため、機構の技術力の積極的な維持・向上に

努めるとともに、他分野を含めた先進的技術の積極的活用や研究機関との連携等に努めること。 

 

６－３ 機構の技術力を活かした支援等 

（１） 機構の技術力を活かした支援 

機構が培った水インフラに係る技術力を活用して、国内外の機関等への技術支援を行うこと。

また、これらの支援や水資源管理を担う海外の機関と水資源に関する技術情報及び知識を共有す

るなどにより得られた知見を機構の技術力の維持向上に還元すること。特に、水インフラに携わ

る人員不足等による技術力の低下が懸念されている地方公共団体等に対する積極的な技術支援を

行うこと。 

さらに、調査、設計及び研修等並びに施設の工事及び管理を受託した場合には、その適切な実

施を図ること。 

 

（２） 機構施設が有する潜在能力の有効活用 

機構のダム・水路等施設が有する潜在能力の有効活用に向けた検討、取組を実施すること。 

 

６－４  広報・広聴活動の充実 

渇水及び洪水リスクが増大するとともに、水インフラの老朽化に伴う断水などのリスクが増大し
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ていることを踏まえ、水源地域の住民や関係地域住民はもとより、広く国民ひとりひとりに対し、

水資源や治水に対する意識を高めるとともに、機構が国民生活や産業活動に果たす役割についての

理解を深めるための分かりやすい広報・広聴を、内容、対象に応じた適切な媒体を活用して積極的

に行うこと。 

また、必要とされる情報を的確に発信し、機構が果たしている役割･業務について利水者をはじ

め広く国民から理解を得るとともに、災害時等の緊急時に機構がとった対応等について、国民に対

して迅速に情報提供すること。 

 

６－５ 地域への貢献等 

（１） 環境の保全 

業務の実施に当たっては、環境の保全との両立を図ることとし、水資源の開発又は利用と自然

環境の保全との両立を目指した環境保全対策、良好な景観形成等に取り組むこと。 

 

（２） 利水者等の関係機関、水源地域等との連携 

水源地域等の自立的・持続的な活性化と流域圏の発展に貢献するため、地域のニーズを把握し

た上で水源地域振興等に関係する自治体、住民等と協働で取り組むこと。 

また、水源地域及び利水者等に加え、地域振興を担う民間事業者、地域住民の団体、ＮＰＯな

どを含めた多様な主体との連携及び協力を行うよう努めること。 

① 適切な役割分担の下に効率的な業務の実施を図るため、利水者をはじめとした関係機関に

対し、業務運営に関する適時適切な情報提供を行うこと等により積極的な連携を促進するこ

と。また、費用の負担割合の決定等に当たっては、関係機関との円滑な調整に努めること。 

② 水源地域等の自立的・持続的な活性化と流域圏の発展に貢献するため、自治体、住民等と

積極的な連携を図ること。また、上下流交流を推進し、水源地域と下流受益地の相互理解を

促進すること。 

 

６－６ その他当該中期目標を達成するために必要な事項 

（１） 施設・設備に関する計画 

機構の保有する実験設備、情報機器等については、保有の必要性を検証した上で、必要な設備

等の機能を長期間発揮できるよう、的確な維持管理に努めるとともに、計画的な更新等を行うこ

と。 

 

（２） 人事に関する計画 

計画的な要員配置の見直しを行うため、本社、支社局及び事務所ごとの要員配置計画を的確に

作成し、業務量に応じて適時適切に改定するなど、人員の適正配置により業務運営の効率化を図

ること。 

安全で良質な水の安定した供給と洪水被害の防止・軽減を図るため、人事制度の適切な運用を
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行うとともに、機構の役割を果たすために必要な人材の確保及び業務の効率的、効果的な遂行を

実現するための人材の育成に係る方針を策定し、人材の確保・育成を行うこと。 

機構の給与水準については、国民の理解と納得が得られるよう透明性の向上に努め、公表する

とともに、独立行政法人通則法の規定に則り、国家公務員の給与水準を踏まえ、民間企業の給与

水準を参考に、業務の特性や機構の業務実績、職員の勤務の特性等を適切に反映するとともに、

給与体系の適切な運用を行うこと。 

 

（３） 中期目標期間を超える債務負担 

中期目標期間中の事業を効率的に実施するため、必要に応じて第４期中期目標期間を超える債

務負担を検討すること。 

 

（４） 積立金の使途 

将来の金利変動リスクへの対応等を勘案しつつ、国及び利水者等の負担軽減を図る観点から、

経常的な管理経費の縮減、大規模災害や事故等への対応、調査・検討や技術力の維持・向上等の

取組に活用すること。 

 

（５） 利水者負担金に関する事項 

利水者の負担金の支払方法について、利水者の要望も踏まえ適切に対応すること。 


